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２ ０ １ ９ 年 １ 月  

在アトランタ日本国総領事館  

 

Ⅰ はじめに 

近年，海外で生活する日本人が急増し，海外で事件や事故に巻き込まれる事案

も増加しています。 

   ひとたび海外で事件や事故に遭遇されると，現地においてはもちろん，日本の

ご家族をはじめ多くの関係者に大変な心配をかけ，事後措置に多大な労力と出費

を要することになります。 

海外で事件や事故に巻き込まれないためには，当地の法律や実情を十分理解さ

れ，日頃から安全対策に留意されることが大切です。 

   この「安全の手引き」は，日本人のみなさんが，当館管轄区域に安全に滞在

されるための基礎的な情報をとりまとめたものです。安全対策の参考としていた

だければ幸いです。 

   当館の管轄州は，米国東南部の以下４州です。 

□ ジョージア州 

□ アラバマ州 

□ ノースカロライナ州 

□ サウスカロライナ州 

 

Ⅱ 防犯の手引き 

１ 防犯の基本的な心構え 

（１）自己防衛意識の高揚 

「自分と家族の安全は，自分たち自身で守る」ことが安全対策の大原則です。

日本とは生活環境が異なることを常に自覚し，安全な生活を確保してください。 

（２）安全を優先する 

住居の安全対策は生活の基礎となるため，ホテルや住宅選びは値段よりも安全性

を重 

視しましょう。 

（３）当地の常識や生活習慣を尊重する 

米国は個人主義の国と言われますが，これは各人がルールやマナーを守ることが

前提で 

す。当地の法律や一般常識，若しくは，コミュニティーのルールを守り，無用な

トラブルを避けましょう。 

（４）地域社会に溶け込む努力 

近所の方々と安全情報の交換をすることで，トラブルを回避できる場合もありま

す。また，近所に信頼できる方がいれば，いざという時に助けてもらえるかもしれ

ません。地域社会に溶け込む努力も必要だと思われます。 



（５）安全のための三原則 

   ・目立たない 

   ・行動を予知されない 

   ・用心を怠らない（生活に慣れたころが要注意） 

（６）その他 

適度な運動と規則正しい生活を心がけストレスを減らすようにしましょう。 

 

２ 最近の犯罪発生状況 

（１） ２０１７年中の各州の犯罪発生状況（20１８年ＦＢＩ統計資料より抜粋） 

 殺 人 強 姦 強 盗 傷 害 侵入盗 非侵入盗 車両盗 

 全 米 5.3 41.7 98.0 248.9 430.4 1694.4 237.4 

 ジョージア 6.7 26.1 96.3 228.1 530.9 2077.4 251.8 

 アラバマ 8.3 41.6 86.5 387.8 645.7 2048.1 263.4 

 ノースカロライナ 5.8 26.1 91.0 

.9 

240.5 630.6 1760.9 153.8 

 サウスカロライナ 7.8 49.8 77.0 371.5 623.1 2289.1 283.8 

         
※数値は，人口10万人当たりの犯罪発生

率 

（2）日本人被害例 

   当館がこれまでに連絡を受けた日本人の被害には次のようなものがあります。 

 レストランで食事中，駐車していた自動車の窓ガラスを割られ，車内から現金

や旅券などが入った鞄を盗まれた。 

 ホテルの自室に何者かが侵入し，金品を奪われた。 

 留守中の住宅に何者かが侵入し、パソコンやテレビが盗まれた。 

 

３ 安全に暮らすための具体的留意事項 

（１）住居の安全対策 

  ア 最新の治安情勢の情報を入手し，安全な地域を住居に選びましょう。 

 情報の入手先 ～ 当館ホームページ，在留邦人（勤務先の同僚や不動産会

社等），その他情報誌等 

 契約前に時間帯を替えて複数回周辺の様子を確認 

 お子さんがいる場合は，学校環境の確認も必要 

 イ 日常生活において 

 マンションがオートロックの場合でも，後ろから追随されるおそれがありま

すので，背後にも注意しましょう。 

 エレベーター内では，操作盤付近に立ち同乗者に背を向けないようにしまし

ょう。 

 家に着いたらドアの鍵は中に入ったらすぐに締めましょう。ドアチェーンや

Ｕ字ロックだけでは施錠したことにはなりません。 

 鍵を掛け忘れた箇所から中に侵入されることがありますので，就寝前には必



ず窓等の戸締まりを確認しましょう。 

 在宅中に人が尋ねて来た場合は，相手の身分を確認するまでドアを開けない

でください。業者等を装って押し入るケースがあります。 

（２）外出時の注意事項 

 多額の現金は持ち歩かないようにしましょう。 

 バッグから目を離さずにできるだけ身に付けておきましょう。 

 夜間の外出はできるだけ徒歩は避け，自動車などを利用しましょう。 

 外出から戻ったときには，玄関や屋内の様子に変わったところが無いか確か

めましょう。なお何者かに侵入されたような形跡がある場合には，不用意に

中に入らず，管理人や警察に通報しましょう。 

 帰宅途中は人通りの多い道，明るい道を選びましょう。 

 一人で人気のない夜道を歩かなければならない時は，顔を上げて早足で通り

抜けましょう。 

 できれば防犯ブザーを携行しておきましょう。 

 スマートフォンを操作する，イヤホンを付けて音楽を聴きながらの歩行は周

囲の音が聞きとれません。 

 見知らぬ人に声をかけられたら用心し, 時々周囲に気を付けましょう。 

（３）自動車に関する防犯対策 

 車を駐車する際には，人目の多い安全な場所を選びましょう。 特に夜間は

明るい場所や建物の出入口に近い場所に駐車するように心がけましょう。 

 車から離れる場合には，必ず全ての窓を閉め，ドアロックをします。 

 外部から見えるところに鞄等を放置しないように心がけましょう。 

 車を乗り降りする際には，必ず周囲に不審者がいないか確かめましょう。 

 乗車するとすぐにドアをロックしましょう。不用心に窓を開けたりせず，ア

ラームなどの防犯装置を活用しましょう。 

 車の内外を常にチェックし，異常の有無や燃料の状態等を確認しておきまし

ょう。 

～ 災害発生時の準備にもなります 

 道路地図や緊急連絡先などを車内に常備しておきましょう。 

（４）生活上の留意点 

 常日頃から隣人と良好な関係を築いておきましょう。 

 平素から家族とは防犯に対する心がけについて話し合っておきましょう。特

にお子さんにはお子さんの目線で防犯対策をご指導ください。 

 緊急連絡先の電話番号を電話機の近くに用意しておきましょう。 

（５）個人情報を守るための注意事項 

個人情報がさまざまな方法で盗まれ，悪用される被害が発生しています。次の点

に留意して下さい。  

 デビットカードやクレジットカードの暗証番号を設定する際，容易に推測で

きるようなものは避けましょう。 

 電話やインターネットで個人情報を聞かれた場合は，すぐに教えずに相手を



確認した後に適切に対応しましょう。 

 自宅の郵便受けから郵便物が盗まれないよう，鍵付きのものにしましょう。 

 レシート，銀行口座明細，クレジットカード明細，小切手等の個人情報が含

まれた書類等を捨てるときは，悪用されないようにシュレッダーをかけて再

現できないようにしましょう。 

 ソーシャル・セキュリティ・カードを持ち歩かないようにしましょう。 

 パソコンにウィルス対策ソフトを導入して，感染を予防しましょう。 

 心当たりの無いメールは開封せずすぐ廃棄し，添付ファイルは開けないよう

にしましょう。 

 パソコンを廃棄する場合，ハードディスク内の情報を消去し個人情報の漏洩

防止に努めましょう。 

（６）犯罪被害に遭遇した場合 

 銃や刃物を突きつけられ場合は，抵抗せず従いましょう。 

～反撃のそぶりを見せれば攻撃される可能性が高くなります。 

 ひったくり等の被害に遭っても，むやみに犯人を追跡して取り戻しては，相

手に反撃される可能性があります。 

 被害に遭った場合には，必ず警察に届け，クレジットカードやキャッシュカ

ードを盗まれた場合は，クレジット会社や銀行に連絡して支払い停止の手続

きを行い被害を最小限に抑えましょう。 

 

４ 交通事故対策 

（１）車内に備えておくもの 

 自動車登録証，自動車保険証 

 メモ紙，筆記具，発煙筒，非常停止板，懐中電灯，作業用手袋，バッテリー

用ジャンプケーブル 

 携帯電話等 

（２）事故に遭ってしまったら 

ア 米国では，事故当事者が直接示談交渉することはほとんどありません。 

通常は双方の保険会社が手続きを代行するので，事故現場で相手と議論したり，

一方的に謝罪することは好ましくありません。意識的に気持ちを落ち着けるよ

う努力して下さい。 

イ 具体的留意事項 

 直ちに９１１に電話して，警察官の臨場と事故処理を依頼し，けが人がいる

場合は救急車も併せて要請します。 

 保険会社に一報します。 

 相手が逃走したときに備えて，相手の車のナンバーや特徴をメモする，もし

くは携帯電話のカメラで撮影しておきましょう。 

 警察官の事情聴取の質問内容が分からない場合，理解できないことを告げて

誤解のないようにし，場合によっては知人等に通訳を頼むことも一案です。 

 事故の相手方の住所，氏名，電話番号，保険会社名，保険証番号を聞いて記



録しておきます。 

 目撃者がいれば，その人の名前や連絡先等を聞き，記録しておきましょう。 

 現場に来た警察官の名前やバッジナンバー，所属警察署と事件番号などを記

録に残しておきましょう。後の保険請求に必要となります。 

（３）飲酒運転について 

飲酒運転で検挙された場合、ビザが取り消される可能性があります。 

在留邦人や旅行者の中には，「米国では飲酒運転が容認されている」と誤って解

釈されている方もいますが，飲酒運転で検挙されると，警察に逮捕・拘留され，罰

金が科されると共に奉仕活動への従事や飲酒に関するカウンセリングの受講等を

課さられます。さらに，逮捕歴が残り，場合によっては米国への入国制限など，長

期的な影響も発生しますので、飲酒する際は、配車サービスやタクシーなどを使う

よう心がけましょう。 

（４）警察官から運転中に停止を求められた場合 

 運転中にパトカーから停止を求められたら・・・落ち着いて道路脇に車を寄

せましょう。 

 車のエンジンを切り，室内のライトを点け，窓を一部開けて両手をハンド

ルの上に置いて，警察官が近づいてくるのを待ちましょう。 

 慌ててポケットから免許証を取り出そうとしたりする行為は，武器を隠

し持っていると誤解される原因となり，警察官の許可無く勝手に車から

降りるといった行為は，逃走や抵抗とみなされ逮捕される場合がありま

す。 

 過去に発生した警察官による発砲事件の中には，職務質問を受けた人が

警察官の指示に従わず，抵抗や逃走を試みたことにより危険人物とみな

され，けん銃使用に至ったケースもありますので，警察官の指示命令に

は素直に従い，大きな問題に発展しないよう気をつけましょう。 

 交通切符を渡されたら・・・素直に切符に署名しましょう。 

 警察官の主張する違反に異議がある場合，日本とは異なり，違反現場で

議論するのではなく，後日行われる裁判所で争うことになります。 

（５）免許証の取得・更新について 

  米国東南部の殆どの州で運転免許証取得・更新時の確認要件が厳格化されていま

す。 

従って、当館管轄州に居住される方（居住されている方）については、住居を定めた

後に速やかに州発行の運転免許証を取得されることをお勧めします。 

また，ジョージア州の担当者によれば，免許証取得・更新の際は米国滞在の合法性

を移民局へＳＡＶＥプログラムで照会を行うため日数が掛かる場合があり、また更新

前に米国外へ旅行すると，更新期日前に移民情報が確認できない場合もあるとのこと

ですので，時間に余裕を持って行うようにしましょう。（ジョージア州では１５０日

前から更新可能です。） 

 

５ 生活習慣の違いによる注意事項 



  日米の生活習慣の違いから来る「ちょっと」や「うっかり」が児童虐待といっ

た大事件になってしまうこともあります。 

 子供への体罰が子供に対する虐待行為と見なされ，夫婦間の暴力も家庭内暴力

として処罰の対象にもなります。 

 子供が小さくても，親が一緒に湯船に入ったり，子供の入浴中の写真を撮る行

為等は，性的虐待として処罰の対象になることがあります。 

 駐車中の車内に幼児を残したり，幼児だけを家に残して外出することは，法律

で禁止されている場合があります。 

 幼児を車に乗せる際には，チャイルド・シートの使用が義務となっています。

（タクシーなどの場合，乗車できない場合もあります。） 

 

６ 親権の問題 

近年，国際結婚が増えていますが，父母双方が親権（監護権）を持つ場合であって

も，一方の親が他方の親の同意を得ずに子供を連れ去る行為（親が日本に帰国する際

に子を同伴する場合を含む）は，米国の国内法では重大犯罪（実子誘拐罪）とされて

います。 

（２０１４年４月１日より日本もハーグ条約加盟国となっています。） 

 

Ⅲ テロ・誘拐情勢 

１ 概況 

（１）米国を含む欧米諸国は，イスラム過激派組織，またはイスラム過激主義に感

化され過  激化した個人（自国育ちの「ホーム・グロウン型」テロリスト）による

テロの脅威にさらされており， 引き続き警戒が必要です。事実，米国本土において，

ホーム・グロウン型とみられるテロ事  件が近年複数発生しています。  

（２）米国土安全保障省は，国家テロ勧告システム（National Terrorism Advisor

y System） により，信頼のできるテロ脅威情報が存在する場合には「差し迫った脅

威アラート（Imminent Threat Alert）」または「高まった脅威アラート（Elevate

d Threat Alert）」を発出し，これらに 該当しない場合には，テロ情勢の傾向・現

状を示す「公報（Bulletin）」を発出することとして  います。2011年に同システ

ムが導入されて以降，アラートが発出されたことは一度もありま  せんが，2018年5

月9日付け公報では，「国際テロ組織はインターネットを悪用して，既に米 国本土

に所在する者に向け，テロ攻撃の呼びかけ等を行っている」「テロ集団は，車両突

入， 小型火器，ナイフ等の容易に利用可能な道具を用いて公開の場所やイベントを

狙うよう呼  びかけている」とし，引き続き深刻な脅威に直面しているとの認識を

示しています。 

 

２ 各組織の活動状況または各地域の治安情勢 

（１） 国際テロ組織 

「イラク・レバントのイスラム国」（ISIL）およびその支持者は，ソーシャルメデ

ィア等を活用し，既に米国内に所在する米国籍あるいは米国永住権保持者向けに暴



力的過激主義思想を発信して過激化を促すとともに，各個人の意思によるテロ攻撃

を呼びかけています。この種の「ホーム・グロウン型」によるテロ事案として，米

国では2015年12月にカリフォルニア州サンバーナーディーノにおける銃撃テロ事件

（14人死亡）や2016年6月にフロリダ州オーランドにおける銃撃テロ事件（49人死亡）

等が発生しました。また2017年にも，10月，ニューヨーク市マンハッタンにおいて，

イスラム主義イデオロギーに感化して過激化した米国永住権保持者の男による車両

突入テロ事件が発生し8名が死亡したほか，フロリダ州フォートローダーデール空港

（1月），ニューヨーク市マンハッタン（12月）において，過激化した個人による銃

撃テロ事件や爆弾テロ事件が発生しています。 

また，2017年中，米国内においては，上記テロ事件のほかにも，ニューヨーク州在

住の男がISILへの合流を企図して検挙された事件（8月），カリフォルニア州在住の

男がISILの名の下に観光客が多数集まる埠頭において銃器等の使用を企図し検挙さ

れた事件（12月）等がありました。 

アル・カーイダは，米国本土への攻撃能力を含む活動能力全体は顕著に衰退したも

のの，引き続き米国本土に対するテロ攻撃に強い執着があるとみられ，また，中東・

北アフリカ地域でアル・カーイダの影響を受け活動する関連組織は依然として残存

しています。 

以上のことから，米国本土はより多様な攻撃主体からの脅威に引き続き直面してい

ると言えます。 

（２）国内テロ組織等 

特殊権益過激派（動物愛護や環境保護等を唱える過激派等），右翼過激主義者グル

ープ（白人優越主義過激派），左翼過激主義者グループ，また，これらに感化され

た個人等，国内組織の動向にも引き続き注意が必要であり，特に単独犯により敢行

される銃撃等の発生が懸念されます。 

 

３ 誘拐事件の発生状況 

2017年を通して，米国では，身代金目的，強姦目的等の誘拐事件が発生したほか，

特に乳幼児については，見知らぬものによる略取事案が発生しているとして，関係

捜査機関は警戒を呼びかけています。 

また，メキシコの薬物を巡る治安情勢悪化に伴い，メキシコとの国境付近の州を中

心に，多数の誘拐事件が発生しているとの報告があります。 

 

４ 日本人・日本権益に対する脅威 

上記テロ組織等が米国内において日本人・日本権益を直接の対象としてテロを引き

起こす可能性を示唆する情報は従来から存在せず，その脅威は概して高くないもの

とみられます。 

一方で，2001年の「9.11同時多発テロ事件」以降も，近年では，シリア，チュニジ

ア，バングラデシュにおいて日本人が殺害されるテロ事件が発生しています。また，

テロは，日本人が数多く渡航する欧米やアジアをはじめとする世界中で発生してお

り，特に，近年では単独犯によるテロや，一般市民が多く集まる公共交通機関やコ



ンサート会場等（ソフトターゲット）を標的としたテロが頻発していることから，

こうしたテロの発生を予測したり未然に防ぐことが益々困難となっています。 

このようにテロはどこでも起こり得ること及び日本人が標的となり得ることを十分

に認識し，テロの被害に遭わないよう，海外安全ホームページや報道等により最新

の治安情報の入手に努め，状況に応じて適切で十分な安全対策を講じるよう心がけ

てください。 

 

Ⅳ 自然災害対策 

ハリケーンなどの自然災害による被害は毎年起きていることから、日頃から対策

を検討し、いざという時に備えておくことが大切です。 

１ 日頃の心構え（自然災害に備えて） 

（１）連絡体制 

 あらかじめ家族や会社の同僚との間で緊急の際の連絡方法を何種類か決め

ておきましょう。 

 在留届を提出しましょう。 

～ 総領事館は，在留届を基礎資料としてみなさんへの連絡や安否確認を行

っています。（転出・帰国等の変更があれば手続きをお願いします。） 

（２）緊急時の避難先 

   事前に家族や同僚と緊急時の避難場所を決めておきましょう。 

～ 州政府その他地域のコミュニティー等によってあらかじめ避難場所が指定

されている場合は，その指示に従うこととなります。 

（３）緊急避難キットの準備 

ハリケーンによる洪水被害等で道路が閉鎖された場合、食料が供給されるまでの

間を乗り切る必要があります。最低でも３日分の食料や飲料水は用意した方が良い

でしょう。また避難勧告が発令された場合は直ちに移動しなければならないため、

荷物を運べるリュックサック等を併せてご用意されることをお勧めします。 

□ 飲料水（１日１人あたり１ガロン） 

□ 缶詰等の長期保存食と缶切り 

□ 着替え，合羽やポンチョ等の雨具（防寒具兼用） 

□ 毛布，寝袋 

□ 応急手当キット及び最低１週間分の処方薬 

□ 携帯ラジオ，懐中電灯，予備電池，ろうそく，マッチ・ライター 

□ 現金（大規模災害時にはカードが使えなくなる可能性が高い） 

□ 家族との緊急時集合場所を記したメモ及び周辺地図 

□ 家族全員の健康・医療情報（持病やアレルギーについては英訳も用意） 

□ 旅券，写真付きＩＤ，保険証等重要書類のコピー，SSNカードのコピー 

□ 警笛，ブザー，防塵マスク，予備の眼鏡，ヘルメット 

□ 石鹸，歯ブラシ，歯磨き粉等の衛生管理用品 

□ ジェネレーター、ジェネレーター用ガソリン、簡易コンロなど 

 



２ 緊急事態が発生したら 

（１） 総領事館は，皆さまの保護に万全を期するため，情報収集，情報判断及び

対策を策 

定し，在留届等を元に連絡や安否の確認を行います。 

（２） 緊急事態が発生したら，テレビやラジオなどによる情報収集を心掛け，流

言に惑わされ 

ることのないように注意してください。 

（３） 緊急事態の発生や現場周辺の情報など，役立つと思われる情報は総領事館

にお知ら 

せ下さい。他の日本人の方々に貴重な情報となります。 

（４） 大規模災害等が発生した際には，まず自宅や勤務先に待機し，情勢を見守

ることにな 

りますが，緊急避難先に避難することとなった場合には，その旨を総領事館に

通報して下さい。当館では，避難先への情報提供，支援等を行います。 

 

３ 情報の入手先 

（１）ハリケーン関連情報が入手可能なウェブサイト 

世界気象機関（ http://severe.worldweather.wmo.int/ ） 

ウェザー・チャンネル（ http://www.weather.com/ ） 

米国ナショナル・ハリケーン・センター（ http://www.nhc.noaa.gov/ ） 

（２）その他，テロ・誘拐対策 

パンフレット「海外旅行のテロ・誘拐対策 Ｑ＆Ａ」 

（URL : http://www.anzen.mofa.go.jp/pamph/pamph_10.html） 
パンフレット「海外における脅迫・誘拐対策Ｑ＆Ａ」 

（URL : http://www.anzen.mofa.go.jp/pamph/pamph_04.html） 

パンフレット「海外へ進出する日本人・企業のための爆弾テロ対策 Ｑ＆Ａ」 

（URL : http://www.anzen.mofa.go.jp/pamph/pamph_03.html） 

 

４ 緊急連絡先 

（１）警察，消防，救急車（緊急時） ９１１ 

※ 緊急以外の問い合わせや相談は，地元警察に電話してください。 

※ 当館ホームページ（生活安全情報）に弁護士協会，警察，病院等の連絡先を

掲載しています。 

（２）在アトランタ日本国総領事館 

   代表： ４０４－２４０－４３００ 

   ＦＡＸ： ４０４－２４０－４３１１ 

※ 夜間・休日など閉館時の緊急連絡は，音声ガイドに従って「７」をプッシュ

してください。 

 

Ⅴ 総領事館からのお願い 

１ 在留届の提出 

（１）在留届とは 

http://severe.worldweather.wmo.int/
http://www.weather.com/
http://www.nhc.noaa.gov/
http://www.anzen.mofa.go.jp/pamph/pamph_10.html
http://www.anzen.mofa.go.jp/pamph/pamph_04.html
http://www.anzen.mofa.go.jp/pamph/pamph_03.html


 在留届は，大使館や総領事館が，在留邦人の皆さまの当地への滞在を確認

するためのものです。外国に３ヶ月以上滞在予定の日本人は，その地を管

轄する大使館または総領事館に在留届を提出することが義務づけられてい

ます。 

 メールアドレスを登録すれば総領事館からのお知らせメール（危険情報等）

を受信することができます。 

（２）提出方法 

在留届の用紙は，総領事館窓口で受け取ることができるほか，郵便やインター

ネットで入手することができます。提出は，直接窓口でご提出いただくほか，郵

送，ファックス，インターネット等による提出も可能です。詳細は当館ホームペ

ージをご覧下さい。 

 

２ その他 

○ 外務省領事局海外邦人安全課（テロ・誘拐に関する問い合わせを除く） 

住所：東京都千代田区霞が関２－２－１ 

電話：（代表）03-3580-3311  （内線）5140 
○ 外務省領事局邦人テロ対策室（テロ・誘拐に関する問い合わせ） 

電話：（代表）03-3580-3311  （内線）3679 

○ 外務省領事サービスセンター（海外安全担当） 

電話：（代表）03-3580-3311  （内線）2902 

○ 外務省 海外安全ホームページ：http://www.anzen.mofa.go.jp/ 

http://m.anzen.mofa.go.jp/mbtop.asp （携帯版） 

○ 在アトランタ日本国総領事館 

電話：（代表）404-240-4300 

                  

http://www.atlanta.us.emb-japan.go.jp/nihongo/index.html 

http://www.anzen.mofa.go.jp/
http://m.anzen.mofa.go.jp/mbtop.asp
http://www.atlanta.us.emb-japan.go.jp/nihongo/index.html

